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追加ボーリング調査の計画について 

１．目的 

基本地盤モデルにおいて、岩盤部分（建屋基礎底面レベル～解放基盤表面）に対して設

定した減衰定数に対し、確度を高めることを目的として追加ボーリング調査によりデー

タを取得する。

岩盤部分の減衰定数については、JEAG4601-1987 に示される 3 手法（三軸圧縮試験によ

る方法、S波検層による方法、地震観測記録による方法）を用い、敷地における減衰定数

の値を評価しているが、このうち、S波検層による方法については、現時点において、そ

のデータが敷地内で 3ヶ所のみで実施されていること、また、一部データについてはばら

つきが大きいことから、その確度の向上を目的として、追加調査を実施することとする。 

本追加調査により得られたデータについては、地震観測記録による方法によって評価

した岩盤部分（建屋基礎底面レベル～解放基盤表面）の減衰定数との比較・分析を行い、

地震観測記録により評価された値の妥当性を確認することにより、基本地盤モデルに設

定する岩盤部分の減衰定数について、確度の向上を図る。 

令和５年７月２０日 

日本原燃株式会社 

【公開版】
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２．追加調査の項目  

現地における追加調査の項目は、資料「岩盤部分の減衰定数の設定に係る今後の検討内

容」（令和５年６月 30 日）の５頁に示す表の検討手法うち、「ボーリング孔内減衰測定に

よる検討」と「岩石コアを用いた減衰測定による確認」に対応し、孔内検層による Q値測

定及び室内岩石試験を実施する。第 2-1 表に追加調査の考え方を示す。 

 

第 2-1 表 追加調査の考え方 

検討手法 
これまでの 

当社実施状況 
追加調査の考え方 

（参考） 

実施サイト 

ボーリン

グ孔内減

衰測定に

よる検討 

実施 

(敷地内 3地点) 

 現時点のデータ（3地点）に基づき、施設の固有振動数

よりも高振動数側をターゲットとした評価ではある

が、地震観測記録による方法により評価した減衰定数

の妥当性を補完・補強する位置づけで測定結果を確認

している。 

 ただし、現時点において敷地内で得られているデータ

は中央、西側、東側地盤の各 1 地点ずつ計 3 地点のみ

であること、また、東側地盤においては、ばらつきの大

きいデータとなっていることから、さらなる確度の向

上のためにデータの拡充を行う。 

 現時点のデータ＋拡充したデータに基づき、測定結果

に見られる周波数依存特性の特徴を踏まえ、地震観測

記録を用いた評価により評価される施設の固有振動数

帯における減衰定数との関係性について考察を行う。 

玄海 3，4号 

東海第二 

大間 

岩石コア

を用いた

減衰測定

による確

認 

未実施 

 他サイト実績において、地震観測記録が得られていな

い深部における減衰定数を設定する上で、地震観測記

録が得られている浅部との地下構造の相対関係の確認

を目的として実施しているもの。 

 今回検討における減衰定数の評価範囲のうち、建屋基

礎底面レベル～解放基盤表面の岩盤部分において、当

社は地震観測記録を有しているほか、S波検層によるデ

ータを有し、更に、確度向上のためデータの拡充を行う

こととしていることから、建屋基礎底面レベル～解放

基盤表面の岩盤部分における減衰定数の設定に用いる

データは有していると考えられる。 

 ただし、本測定において得られる値の物理的な意味（材

料減衰を主として測定）を踏まえ、地震観測記録及びボ

ーリング孔内減衰測定による検討により評価された減

衰定数（材料減衰と散乱減衰の両方が含まれる）との比

較・分析を行うことで、敷地において確度の高い減衰定

数を設定することが可能となるため、今回の追加調査

において新たなデータの取得を実施する。 

玄海 3，4号 
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３．実施計画 

２．に示した追加調査項目に対する実施計画を以下に示す。 

 

（１）ボーリング調査位置 

ボーリング調査位置及び断面を第 3-1 図及び第 3-2 図に示す。 

ボーリングの仕様は、孔径 86mm（コア径 60～65mm）のオールコアボーリングとし、

地質観察により岩盤の種別判定等を適切に行うとともに、採取したコアから室内岩石

試験に供する供試体を切り出すものとする。 

 

【平面的観点】 

当社敷地は、建物・構築物が広範囲に拡がりを持って配置されるサイトであることを踏

まえ、建屋の配置状況を踏まえ、既往のボーリング調査位置もあわせ、平面として網羅的

にデータを採取できるよう配慮して調査位置を選定する。 

具体的には、既往のボーリング調査において、西側地盤、中央地盤、東側地盤の各１地

点でデータを取得していることから、建屋の配置状況を踏まえて敷地全体を網羅できる

配置とする。 

西側地盤：既往 J-T 孔に加え、E施設周辺 Gr を南北で挟み込むように、R5-Q5 を追加 

中央地盤：中央地盤は南北に広く建物が分布していることから、既往 L-T 孔に加え、R5-

Q6,R5-Q2,R5-Q1 を追加することで、建物群を南北に縦断するように配置。 

東側地盤：既往 E-T 孔は、建物から離れた位置で実施していること、また、東側地盤は

南北に広く建物が分布していることから、R5-Q7 及び R5-Q3 を追加すること

で、建物群を南北に縦断するように追加。 

さらに、敷地東側に新設建屋が設置される Gr がある（AZ 周辺及び G14 周辺）

ことから、R5-Q8 及び R5-Q4 を追加。 

 

【断面的観点】  

平面的観点から選定した調査位置のボーリング孔に出現する岩種を第 3-1 表に示す。

動的変形特性（特に、減衰特性）を設定する上で、敷地内における岩盤を構成する主要な

鷹架層（薄層等を除く 9岩種）が採取できることを確認した。 

  

3



4 

 

 

第 3-1 表 ボーリング孔別に対象とする鷹架層区分 

 

   凡例  ○：採取可 

       ×：薄層又は深部のため、採取不可 

 

泥
岩
（

上
部
層
）

泥
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（

下
部
層
）
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軽
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岩

軽
石
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岩

礫
岩

Tms Tms Tfs Tts Tpps Tcs Talsm Talst Ttf Tpt Tspt Tss Tps Tcg

R5-Q1 〇 〇

R5-Q2 〇 〇

R5-Q3 〇 〇 〇 〇

R5-Q4 〇 × 〇 〇 〇 〇 ×

R5-Q5 〇 〇 × ×

R5-Q6 〇 〇

R5-Q7 〇 〇 〇 〇 〇 ×

R5-Q8 × 〇 〇 〇 〇

ボ
ー

リ
ン
グ
孔
名

鷹架層

区分
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第 3-1 図 Q 値ボーリング位置図（鷹架層上限面） 
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第 3-2 図 Q 値ボーリング断面図（1/8） 
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第 3-2 図 Q 値ボーリング断面図（2/8） 
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第 3-2 図 Q 値ボーリング断面図（3/8） 
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第 3-2 図 Q 値ボーリング断面図（4/8） 
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第 3-2 図 Q 値ボーリング断面図（5/8） 
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第 3-2 図 Q 値ボーリング断面図（6/8） 
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第 3-2 図 Q 値ボーリング断面図（7/8） 
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第 3-2 図 Q 値ボーリング断面図（8/8） 
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（２）調査方法 

ａ．孔内検層による Q値測定 

ＰＳ検層（ダウンホール法）により地盤の減衰特性を測定し、Q値を求める。 

ＰＳ検層（ダウンホール法）は、地表で発生させた弾性波（Ｐ波・Ｓ波）をボーリン

グ孔内に設置した受振器で受振し、ボーリング孔沿いの地盤の弾性波速度分布の把握

を目的に実施するものであり、ここでは、特に、地盤の減衰特性の把握を目的とした Q

値測定を実施する。ＰＳ検層（ダウンホール法）の測定装置と測定システムの使用機器

の一覧を第 3-2 表に示し、模式図を第 3-3 図に示す。 

ＰＳ検層（ダウンホール法）は、測定間隔を１～2ｍとし、JGS 1122-2012「地盤の弾

性波速度検層方法」を参考にして測定・解析を実施する。 

測定系は、地表で弾性波を発生させる振源車、孔内に挿入するゾンデ、測定値の記録・

表示を行う地上装置（ゾンデ制御・データ収録装置）から構成される。なお、ゾンデ数

及び昇降方法については、現場の状況により設定する。 

 

第 3-2 表 ＰＳ検層（ダウンホール法）に使用する機器の仕様等一覧表 

孔中受振器 ＧＳＲ－１ ＡＳＬ社製 

固有周波数 

受振器成分 

適用孔径 

長さ、直径及び重量 

耐熱温度 

耐圧 

15Hz 

３成分（上下動１成分，水平動２成分），速度型 

50mm～140 ㎜ 

長さ 1135 ㎜ φ43mm，4.5kg 

200℃ 

約 600 気圧 

 

起振装置 振源車 

大出力荷重 

積載荷重（Hold down mass） 

発振周波数帯 

車両寸法（長さ，幅，高さ） 

車両重量 

27,000N 

44,000N 

10Hz～550Hz 

6.37ｍ，2.13ｍ，2.45ｍ 

5,990kg 
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第 3-3 図 ＰＳ検層（ダウンホール法）の測定装置と測定システムの模式図 
 
  

 

深度計測器

測定孔

孔中受振器

バイブレータ 振源車

P波

S波

S波

ゾンデ制御・データ収録装置
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Q 値測定時のバイブレータ振源からの加振パターンは，10Ｈｚ～100Ｈｚの変調によ

るスイープ発振（10Ｈｚから 10 秒程度で数段階変調）により実施する。 

Q 値測定は、ボーリング孔内に設置した受振器に地表で発生させた弾性波（Ｐ波・Ｓ

波）を受振させ、その波形の初動付近の振幅値の変化からボーリング孔沿いの地盤の減

衰特性を把握する。 

Q 値測定における振幅減衰の概念図を第 3-4 図に示す。 

 

 

第 3-4 図 振幅減衰の概念図 
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ｂ．室内岩石試験 

(a) 試料の準備、供試体整形 

試験対象となるボーリングコア試料は、先に示した鷹架層の主要 9岩種とし、乱れの

少ない状態の良いものを選定して所定の寸法の供試体に整形し、脱気水槽に入れて飽

和化を図る。 

12 時間以上の水浸、飽和化後、直径、高さ、質量を測定し、密度を算定する。 

 

(b) 弾性波速度測定 

スペクトル比法での Q値算定に使用するため、JGS 2564-2020「岩石の弾性波速度計

測方法」に準拠し、P波速度と S波速度を測定する。 

測定により得られた P 波速度𝑉と S 波速度𝑉から、次式でポアソン比𝜈 、剛性率𝐺 、

ヤング率𝐸 を求める。 

𝜈
𝑉 /𝑉 2

2 𝑉 /𝑉 2
 

𝐺 𝜌 ⋅ 𝑉  

𝐸 2 1 𝜈 ⋅ 𝐺  

 

(c) 大気圧下における Q値測定 

コア Q 値測定装置の主な仕様を第 3-3 表に示し、測定装置の概要図を第 3-5 図に示

す。超音波波形の収録は、JGS 2564-2020「岩石の弾性波速度計測方法」を参考にして

大気圧下で行う。測定手順は以下のとおりである。 

・供試体の上下端面に薄く石膏を塗布して振動子を接着する。 

・その際、上下の振動子の感度方向を一致させる。 

・S波の伝播波形を収録する。S波の発振、受振には同じ形式の振動子を用い、そ

れぞれの透過波形の初動が明瞭になるよう励起電圧と波形収録時のゲインを調

整する。 
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第3-3表  大気圧下のQ値測定装置の主な仕様 

名称 主な仕様 型番 メーカー 

振動⼦ 
名称：横波垂直探触⼦ 
共振周波数：1 MHz 
質量・⼨法：約21g、15×15×20mm 

PY 1Z ジャパンプローブ 

ファンクション
ジェネレータ 

周波数範囲：1μHz〜20MHz 
出⼒電圧：10mVp-p〜20Vp-p 
出⼒波形：正弦波、矩形波他 

33220A 
アジレント・テクノ

ロジー 

プリアンプA 

増幅率：55dB（200kHz） 
周波数帯域：10kHz〜5MHz（-3dB以
内） 
最⼤出⼒電圧：約7Vp-p 

A1002 富⼠セラミックス 

プリアンプB 
増幅率：20、30、40dB 
周波数帯域：2kHz〜1.2MHz 
最⼤出⼒：2Vp-p以上 

9917 
エヌエフ回路 
設計ブロック 

デジタルオシロ 
（波形収録） 

サンプリング速度：100 MHz 
アナログ⼊⼒：2 CH 
垂直分解能：8 bits 

NR-350 キーエンス 

 

 

 

第3-5図 Q値測定装置の概要図 
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(d) 封圧下における Q値測定 

当該地点は、軟岩地盤であることから拘束圧の影響が考えられ、大気圧下での Q値測

定の補完として、封圧下での Q値測定も準備し、状況に応じて、大気圧下による Q値測

定の代替とする。Q値測定装置の主な仕様を第 3-4 表に示し、測定装置の概要図を第 3-

6 図に示す。 

封圧はシリンジポンプによって制御する。キャップとペデスタルの中に振動子を組

み込み、下端から超音波を発振し上端で透過波を受振する構造である。 

第 3-4 表   封圧下の Q値測定装置の主な仕様 

名称 主な仕様 型番 メーカー 

⾼圧セル 
耐圧：150MPa 
⼨法（内）：φ100×h240mm 
シリンジポンプによる加圧 

− 汎⾼圧⼯業 

シリンジポンプ 
最⼤加圧⼒：51.7MPa 
シリンダ容量：266ml 
制御⽅式：定圧⼒，定流量 

260D ISCO 

振動⼦ 
名称：横波垂直探触⼦ 
共振周波数：1 MHz 
質量・⼨法：約 21g，15×15×20mm 

PY 1Z ジャパンプローブ 

ファンクション
ジェネレータ 

周波数範囲：1μHz〜20MHz 
出⼒電圧：10mVp-p〜20Vp-p 
出⼒波形：正弦波，矩形波他 

33220A アジレント 

電⼒増幅器 
周波数帯域：DC〜1 MHz 
⼊⼒電圧：最⼤ 10V 
増幅率：10〜100 倍 

4005 
NF 回路 

設計ブロック 

プリアンプ A 

増幅率：55dB（200kHz） 
周波数帯域：10kHz〜5MHz（-3dB 以
内） 
最⼤出⼒電圧：約 7Vp-p 

A1002 富⼠セラミックス 

プリアンプ B 
増幅率：20，30，40dB 
周波数帯域：2kHz〜1.2MHz 
最⼤出⼒：2Vp-p 以上 

9917 
NF 回路設計ブロ

ック 

デジタルオシロ 
（波形収録） 

サンプリング速度：100 MHz 
アナログ⼊⼒：2 CH 
垂直分解能：8 bits 

NR-350 キーエンス 
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測定手順は以下のとおりである。 

・供試体の上下端面はペデスタルとキャップに薄く石膏を塗布して接着する。 

・その際，上下のセンサの感度方向を一致させる。 

・メンブレンを装着する。 

・セルを組み立てて水を注入する。 

・シリンジポンプにより原地盤を想定した所定の拘束圧を加えて一定に保つ。 

・S波の伝播波形を収録する。 

 

なお、S波の発振・受振には同じ振動子を用い、それぞれの透過波形の初動が明瞭に

なるよう励起電圧と波形収録時のゲインを調整する。 
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第 3-6 図  封圧下の Q値測定装置の概要 
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(e) スペクトル比法による Q値測定 

スペクトル比法は、減衰が小さい（Q値が大きい）標準試料と岩石試料を透過した超

音波波形を比較し、両者の FFT スペクトルの比から Q値を評価する方法である（Toksoz 

et al., 1979)。 

標準試料と対象とする試料の平面波の振幅は次のように表される。 

𝐴 𝑓 𝑈 ⋅ 𝑒 ⋅ 𝑒 ⋅ 𝐺   1）式 

𝐴 𝑓 𝑈 ⋅ 𝑒 ⋅ 𝑒 ⋅ 𝐺   2）式 

A(f) ： 振幅 

U0 ： 初期振幅 

f ： 振動数 

x ： 距離 ，t ：伝播時間 

k ： 波数（＝2πf／ν） 

ν ： 速度 

G ： 拡散、反射等を含む幾何学的因子 

α(f)  ： 振動数に依存する減衰係数 

添字 1、2 ： 標準試料(1)、対象試料(2)を表わす。 

式中の𝑒 が距離 xを伝播した波の減衰を示す。 

いま、α は振動数の線形関数であると考え、3)式で定義する。 

𝛼 𝑓 𝛾𝑓      3）式 

ここで γ は定数であり Q値と次の関係がある。 

𝑄 𝜋/𝛾𝜈      4）式 

対象試料と標準試料が幾何学的に同一（同一寸法、同じ振動子、同じ配置）で、かつ

G1/G2が振動数に依存しないとすれば、フーリエ振幅比は 1)式を 2）式で除すことによ

り次式で示される。 

⋅ 𝑒 ⋅ ⋅      5）式 

上式の自然対数をとると次式となる。 

ln 𝐴 /𝐴 𝛾 𝛾 ⋅ 𝑓 ⋅ 𝑥 ln 𝐺 /𝐺    6）式 

6）式で振幅比ln 𝐴 /𝐴 を振動数に対してプロットしたときの直線の傾きから 𝛾

𝛾 を求めることができる。標準試料の Q 値が非常に大きければ γ1を 0 とみなせるの

で対象試料のγ2は傾きから直接求めることができ4）式からQ値を導くことができる。 
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標準試料には岩石供試体と同じ形状のアルミ合金（A5056）を用い、岩石供試体と同

様の方法で透過波形を収録する。なお、Zemanek (1961)によれば、アルミの Q 値は

15×104 という大きな値となっているので、γ1は 0とみなしても誤差はないことにな

る。 

 

スペクトル比法による Q値の解析は以

下の手順で行う（第 3-7 図参照）。 

 

① 標準試料と岩石供試体の波形データを

それぞれプロットし、全体傾向から外れ

るデータや異常なノイズなどがないこ

とを確認する。その際、初動が到達する

前の信号の平均値を DC 成分として差し

引く。 

② 原則として初動後の1波長分のデータを

切り出し、Q値解析対象とする。 

③ FFT（Fast Fourier Transform）をかけ

てフーリエスペクトルを計算する。 

④ 各周波数においてアルミの標準試料に

対する岩石供試体のスペクトル振幅比

の対数を求め、周波数との関係でプロッ

トする。佐藤（2012）を参考に、③で求

めたフーリエスペクトルの振幅が、岩石

供試体で 大となる周波数から標準試

料で 大となる周波数までの区間の勾

配 aを求め、次式で Q値を解析する。（右

図の着色プロット区間） 

𝑄
⋅

⋅
           7）式 

ここでは、𝑥には供試体の高さを、𝑣に

は弾性波速度測定で得られた S波速度を

用いる。 

 

 

 

 第 3-7 図 スペクトル比法による Q値の解析 

① 

② 

④ 

勾配 a 

③ 
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(f) パルスライズタイム法による Q値測定 

パルスライズタイム法は、岩石試料を透過した超音波パルス透過波形の立ち上がり

時間（ライズタイム）から次式でQ値を評価する方法である（Gladwin & Stacey, 1974)。 

𝜏 𝜏
⋅
      8）式 

τ：伝播波の初動のライズタイム 

τ0：入射波のライズタイム 

t：伝播時間 

C：比例定数 

 

比例定数 Cについては、Gladwin & Stacey (1974) は実験値として 0.53±0.04 を提

案しているが、今回は佐藤（2012）が波形シミュレーションによって求めた 0.293 を採

用する。 

ライズタイムτおよびτ0の算出方法については佐藤（2012）を参考とする。伝播波

の初動のライズタイムτは、第 3-8 図のように初動後のピーク値をピークに至るまで

の 急勾配で除して求める。なお 急勾配は、ノイズによる波形の乱れを考慮して、初

動からピーク値までの合計データ数の半分（第 3-8 図①の場合、5データ）を範囲とし

て求める。入射波のライズタイムτ0 については、超音波振動子と受振子を直接接触さ

せた場合の振源波形からτと同様の方法で求める。 

岩石試料を透過した伝播波のライズタイムは、前述のスペクトル比法で収録した超

音波透過波の初動波形を用いる（第 3-8 図②に例を示す）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
第 3-8 図 パルスライズタイム法による解析 

① 

② 

初動 

ピーク値 

τ0 の算出 

τの算出 
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４．その他調査計画 

上記は減衰定数についてのボーリング調査計画について述べたが、あわせて、表層地盤

についての追加ボーリング調査についても実施する。調査目的は，埋戻し土に考慮する動

的変形特性（動弾性係数）の深さ方向依存性について、現時点のデータに基づく深度依存

性の設定の妥当性を確認することであり、基本地盤モデルに設定している表層地盤物性

値の確度の向上を図る。 
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５．予定工程  

予定工程を第 5-1 表に示す。４．に示した表層地盤に係る追加ボーリング調査については、下記の減衰定数に係る調査工程の範囲内で

実施する。 

 

第 5-1 表 予定工程 

 

  

5 10 15 20 25 30 5 10 15 20 25 30 5 10 15 20 25 30 5 10 15 20 25 30 5 10 15 20 25 30 5 10 15 20 25 30 5 10 15 20 25 30

孔名 仕様 実施班

中央地盤 R5-Q1 145 m Ａ班

中央地盤 R5-Q2 145 m Ｄ班

中央地盤 R5-Q6 145 m Ｃ班

AZ R5-Q8 145 m Ｂ班

西側地盤 R5-Q5 145 m Ａ班

東側地盤 R5-Q3 145 m Ｂ班

東側地盤 R5-Q7 145 m Ｃ班

G14 R5-Q4 145 m Ｄ班

計測 孔曲り測定

試料採取・試験室へ搬入

供試体作製・物理試験・弾性波速度計測

コア減衰測定

室内岩石試験によるＱ値解析

（注）解放基盤面（標高-70m）を超える深さにＱ値用ダウンホールPS検層の余堀分を加えた深度

着手準備

項　　目

2023年 2024年

7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月

摘要 削孔長（注）

フ

ェ
ー

ズ
１

φ86mm

フ

ェ
ー

ズ
２

φ86mm

削孔

削孔仮設

仮設 削孔

25m ピッチ

室
内
試
験

Q1/Q8 Q2/Q6 Q5/Q3 Q7/Q4

Q1/Q8 　Q2/Q6 Q5/Q3

総合検討▼

とりまとめ

削孔 検層 Ｑ値解析▼

検層 Ｑ値解析▼

Q1/Q8 　Q2/Q6 Q5/Q3 Q7/Q4

Q1/Q8▽ 　Q2/Q6▽ Q5/Q3▽ Q7/Q4▽

Q7/Q4

仮設 削孔 検層

削孔

削孔

検層

検層

仮設

検層 Ｑ値解析▼

検層

Ｑ値解析▼

Ｑ値解析▼

仮設

仮設

仮設

仮設

総合検討▼

Ｑ値解析▼

Ｑ値解析▼

削孔 検層 Ｑ値解析▼
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